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１．化学物質等及び会社情報 

製品名                     ：      常温合材 （ロードケア ・ ロードケアＲ） 

会社名                   ：      三井住建道路株式会社 

住  所                     ：      〒160-0023 東京都新宿区西新宿 6-24-1 西新宿三井ビル 

担当部門                  ：      製品部 

電話番号               ：      03-6258-1576 

ＦＡＸ番号             ：      03-6258-1593 

緊急連絡先           ：      03-6258-1576 

用途             ：     道路舗装補修材 

整理番号           ：     RC-001、RC-003 
                                                                                            

２．危険有害性の要約 

   GHS分類 

    引火性液体                          ： 分類対象外 

    急性毒性（経口）                   ： 区分外 

    急性毒性（経皮）                       ： 区分外 

    急性毒性（吸入）                       ： 区分外 

    皮膚腐食／刺激性                      ： 区分３ 

    目に対する重篤な損傷／刺激性                 ： 区分３ 

    呼吸器感作性                         ： 分類できない 

    生殖細胞変異原性                     ： 区分２ 

    発がん性                                    ： 区分２ 

    生殖毒性                                    ： 区分外 

    特定標的臓器／全身毒性（単回暴露）         ： 区分３ 

    特定標的臓器／全身毒性（反復暴露）         ： 分類できない 

    吸引性呼吸器有害性                    ： 分類対象外 

    水生環境有害性（急性）                        ： 分類できない 

    水生環境有害性（慢性）                  ： 区分４ 

    上記記載が無いものは、分類できない、分類対象外 

   GHSラベル要素 

 

   注意喚起語           ： 警告 

   危険有害性情報         ： 軽度の皮膚刺激 

                       ： 遺伝性疾患のおそれの疑い 

                       ： 発がんのおそれの疑い 

                       ： （気道刺激性）呼吸器への刺激のおそれ 

                       ： （麻酔作用）眠気またはめまいのおそれ 

                       ： 長期継続的影響により水生生物に有害のおそれ 
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３．組成・成分情報 

単一製品・混合物の区分      ：      混合物 

一般名                     ：      常温アスファルト合材 

別名                 ：     全天候型常温アスファルト混合物 

 

※官報公示整理番号 （化）：化審法番号 、（安）：安衛法番号    
                                                                                            

４．応急措置 

吸入した場合              ：      ・蒸気を吸い込んで気分が悪くなった場合には、空気の清浄

な場所で安静にし、医師の診断を受ける。 

皮膚に付着した場合        ：      ・付着物を布で素早く拭き取り、多量の水および石鹸あるいは

皮膚用の洗剤を使用して充分に洗い落とす。水疱等の変化や

痛みなどの症状がでた場合には医師の診断を受ける。 

眼に入った場合            ：      ・直ちに清浄な水で最低１５ 分間を洗浄した後、医師の診断

を受ける。コンタクトレンズを使用している場合は、固着してい

ないかぎり、取り除いて洗浄する 。 

飲み込んだ場合            ：      ・無理に吐かせないで、直ちに医師の診断を受ける。無理に

吐かせるとかえって肺への吸引などの危険が増す。口の中が

汚染されている場合には、清浄な水で充分に洗浄する。 
                                                                                            

５．火災時の措置 

消火剤                     ：      ・常温合材は、石や砂が主成分（重量比で 92～95％）のため

ほとんど燃焼の恐れはないが、粉末消火剤、泡消火剤、二酸

化炭素、砂等が有効。 

使ってはならない消火剤     ：      ・冷却の目的で霧状水を用いるのはよいが、消火に棒状の水

を用いると、溶けたアスファルトが飛散して危険な場合があ

る。 

特定の消火方法            ：      ・消火作業は可能な限り風上から行ない、可燃物を速やかに

遠ざける。 

消火を行なう者の保護       ：      ・適切な保護具（耐火性着衣・保護眼鏡等）を着用する。 
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６．漏出時の措置 

人体に対する注意事項      ：      ・除去作業の際は、必ず適切な保護具（手袋・保護眼鏡等）を

着用する 。 

環境に対する注意事項        ：      ・河川や下水道などに排出されないように注意する 。 

除去方法                  ：      ・スコップやほうき等を使用して集め、容器に回収する。 

二次災害の防止            ：      ・漏出時は事故の未然防止及び拡大防止を図る目的で、速や

かに関係機関に通報する。 
                                                                                            

７．取扱い及び保管上の注意 

取扱い 

技術的対策        ：      ・換気の良い所で常温で取扱い、火気や高温体との接触を避

ける。 

その他の注意            ：      ・舗装の補修や、復旧以外の目的で使用しない。 

保管 

適切な保管条件          ：      ・直射日光・雨水や火気・熱源を避け、換気のよい場所に保管

する。  

                        ・子供の手の届くところには置かないこと。 
                                                                                            

８．曝露防止及び保護措置 

設備対策                 ：      ・室内で取り扱う場合は、蒸気が滞留しないよう排気装置を設

け、近くに火気や熱源が置かれない設備とする。 

管理濃度                 ：      ・規定なし。 

許容濃度                    

  

保護具 

呼吸器用の保護具       ：      ・通常の取扱いでは必要ないが、蒸気が発生する場合は有機

ガス用防毒マスクあるいは送気マスクを着用する。 

手の保護具             ：      ・耐油性（不浸透性） の保護手袋を着用する。 

目の保護具             ：      ・保護眼鏡を着用する。 

皮膚および身体の保護具  ：      ・長袖作業服を着用する。 

適切な衛生対策           ：      ・取扱い中は、飲食や喫煙を行なわない。取扱い後には手や

顔などをよく洗浄する。 

 

日本産業衛生学会
（2013年度版）

対象

ACGIH

鉱油

石油系
炭化水素

時間加重平均（TWA値）

100mg/m3
C10～C26

として

許容濃度

3mg/m3　（鉱油ミストとして）

時間加重平均（TWA値）

5mg/m3　（鉱油ミストとして）

C8～C16

として

時間加重平均（TWA値）

200mg/m3

鉱油
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９．物理的及び化学的性質 

物理的状態 

外観                     ：      黒褐色粒状 

臭い                     ：      わずかな油臭・溶剤臭がある。 

ｐＨ                       ：      データ無し。 

物理的状態が変化する温度／温度範囲 

融点／凝固点           ：      データ無し。 

引火点                   ：      データ無し。 

爆発特性                  ：      データ無し。 

蒸気圧             ：     データ無し 

蒸気密度             ：     データ無し 

密度                     ：      2.15±0.20 g/cm3 （締固め後） 

溶解性 

水に対する溶解性          ：      水に対する溶解度はなし。 

 オクタノール・水分配係数   ：     データ無し。 

自然発火温度         ：     データ無し。 

分解温度              ：     データ無し。 
                                                                                            

10．安定性及び反応性 

安定性                    ：      ・常温で暗所に貯蔵・保管された場合、安定である。 

反応性                    ：      ・強酸化剤と接触すると反応する場合がある。 

避けるべき条件             ：      ・強酸化剤や有機溶剤との接触を避ける。 

危険有害な分解生成物      ：      ・燃焼などにより､煙、一酸化炭素、亜硫酸ガスなどが発生す

る可能性がある。 
                                                                                            

11．有害性情報 

急性毒性                 ：     有用な情報なし。 

                      経口      ラット   LD50  5000mg/kg以上 

   （鉱油）  

  経口      ラット   LD50  5000mg/kg以上 

   （石油系炭化水素 (主に高沸点芳香族)）   

  経口      ラット   LD50  7400mg/kg以上 

   （石油系炭化水素 (主に C10～C26）)    

経皮      ウサギ LD50  2000mg/kg以上 

  （鉱油） 

  経皮      ラット   LD50  5000mg/kg以上  

  （石油系炭化水素 (主に高沸点芳香族)）  

  経皮      ラビット  LD50  4100mg/kg以上 

   （石油系炭化水素 (主に C10～C26）)    

  吸入（ミスト）   ラット  LC50  5mg/L 

   （石油系炭化水素 (主に高沸点芳香族)）   

  吸入（ミスト）   ラット  LC50  7.64mg/L 

   （石油系炭化水素 (主に C10～C26）)    
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皮膚腐食/刺激性           ：    ・長期間又は繰り返しの接触は、皮膚の脱脂、乾燥、ひび割れ

を起こし、皮膚炎になることがある。 

眼に対する重篤な損傷性/刺激性  ：     （石油系炭化水素（主に C10～C26）として） 

                         ・軽度の刺激性がある。 

生殖細胞変異原性          ：      （石油系炭化水素（主に C8～C16）として） 

                         ・ラットを用いた細胞遺伝子学的試験[染色体異常試験]（体細

胞 invivo変異原性試験）において陰性の結果であった。 

                          職業暴露を受けたヒトの末梢血リンパ球で染色体異常の頻度

増加が観察された。 

                          （石油系炭化水素（主に C10～C26）として） 

                         ・腹腔内注射によるテストではラットの骨髄細胞に染色体異常

の増加が見られた。 

発がん性               ：     ・IARC では、軽度の留出燃料油、高度精製油はグループ３に

分類されているが、ACGIHでは、Kerosene/Jet fuelsがA3に

分類されている。 

                          ・EU による評価では、発がん性物質としての分類は適用され

る必要はない。 

特定標的臓器/全身毒性（単回暴露） ：     （石油系炭化水素（主に C10～C26）として） 

                         ・マウスに 0.2mg/L の軽油ミストを吸入させたら中枢神経抑制

が見られた。ラットでは 6mg/L まで中枢神経抑制は見られな

かったが、体重減少と肝臓の重量減少が認められた。 

                         （石油系炭化水素（主に C8～C16）として） 

                         ・マウスを用いた吸入ばく露試験で気道刺激性が認められた。 
                                                                                            

12．環境影響情報 

生体毒性                  

急性毒性             ：      有用な情報なし。 

慢性毒性            ：      log Kow 3.9～6.0 

残留性/分解性          ：      有用な情報なし。 

残留性  

                         ・軽油を水中または水面放出すると表面上に炭化水素の膜を

形成する。比較的有害性のある軽質分は蒸発により消失する

ので、その分、水生環境有害性は緩和される。空気中では、

軽油に含まれる炭化水素の蒸気はヒドロラジカルと反応し、そ

れらの半減期は 1 日以下である。水面上の液体炭化水素の

光酸化反応によって特に多環芳香族炭化水素は消失する。水

中では軽油成分の大部分が低質に吸着する。土壌に放出さ

れた場合、土壌に吸着した炭化水素はゆっくりと分解する。 
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            生分解性  

                         ・軽油の生分解性（OECD 法、28 日間テスト）に関する有用な

情報はほとんどない。Battersby らによる修正 Sturm 法 28 日

間テストでは 40％の生分解性を示した。酸処理した中間留分

（CAS No.64742-13-8）のOECD法（310F、28日間）では 61％

の生分解性を示した。全体として、軽油に含まれる炭化水素

は微生物によって分解が可能なので、本質的に生分解性が

あるとみなされる。 

                         ・アスファルト分に関しては、生分解性は無い。 

生態蓄積性   生体蓄積性       

  ・軽油留分の log Kowは 3.9～6.0の範囲であり、生体に蓄積す

る可能性があるが、実際には代謝プロセスにより生体蓄積は

緩和されるかもしれない。 

土壌中の移動性     ：       有用な情報なし。 

オゾン層への有害性      ：       有用な情報なし。 
                                                                                            

13．廃棄上の注意 

残余廃棄物             ：      ・許可を受けた産業廃棄物処理業者、もしくは地方公共団体

がその処理を行っている場合にはそこに委託して処理する。

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」及び関係法規・法令を

遵守し、適切に処理する。 

汚染容器・包装材       ：      ・内容物を完全に除去した後に、残余廃棄物と同様に産業廃

棄物として処理する。 

その他          ：     ・投棄禁止 

                         ・その他、関係法令の定めるところに従う。 
                                                                                            

14．輸送上の注意 

国際規制 

 国連番号             ：     非該当 

 品名                ：     非該当 

 国連分類             ：     非該当 

 容器等級             ：     非該当 

 海洋汚染物質          ：     非該当 

国内規制 

 陸上輸送         ：     労働安全衛生法  表示対象物 

   （第 57条の２、政令番号 第 168号） 

海上輸送             ：     船舶安全法     非危険物 

 航空輸送             ：     航空法        非危険物 

輸送での特定の安全対策および条件 

                          ：      ・輸送前に容器の破損や漏れのないことを確認し、落下、損傷

のないように積み込み、荷崩れ防止を確実に行なう。容器が

著しく摩擦または動揺を起こさないように運搬する。 
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15．適用法令 

消防法                     ：      該当しない。 

化学物質管理促進法         ：      第一種指定化学物質 

労働安全衛生法             ：      表示対象物 （第 57条の２、政令番号 第 168号） 

毒物・ 劇物取締法           ：      該当しない。 

火薬類取締法               ：      該当しない。 

道路法                     ：      該当しない。 

船舶安全法                 ：      該当しない。 

航空法                     ：      該当しない。 

廃棄物の処理および清掃に関する法律 

                           ：      産業廃棄物。 

水質汚濁防止法             ：      油分排出規制。 
                                                                                            

16．その他の情報 

参考資料 

１）製品安全データシートの作成指針（改訂版） （日本化学工業協会） 

２）許容濃度等の勧告、日本産業衛生学会（2013） 

３）米国産業衛生専門家会議（ACGIH）”TLVs and BELs2014” 

４）Ｉnternational Uniform Chemical Information Database (IUCLID) 

５）IARC suppl.7（1987） 

６）IARC Monographs Programme on the Evaluatuion of Carcinogenic Risk to Humans. Vol.45(1989) 

７）EC理事会指令「67/548/EEC」 付属書Ⅰ「危険な物質リスト」 

８）米国産業衛生専門家会議：ACGIH documentation（2001） 

９）WHO/IPCS：「環境保護クライテリア（EHC）」(1982) 

 

 

この情報は、新しい知見及び試験等により改正されることがあります。 

この安全データシート（SDS）は、危険有害な化学製品について、安全な取り扱いを確保するために

参考情報として、取り扱う事業者に提供されるものであります。取り扱う事業者は、これを参考として自

らの責任において個々の取扱いなどの実態に応じ適切な処置を講ずる必要であることを理解した上で、

活用されるようお願いします。 

したがって、本データシート（SDS）そのものは、安全の保証書ではありません。 


